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令和７年度ふじのくにＣＮＦプロジェクト専用サイト構築業務委託

企画提案募集要領

令和７年度ふじのくにＣＮＦプロジェクト専用サイト構築業務委託の企画提案を公募し、同

業務の委託先を選定する。

１ 募集概要

（１）業務の目的

ふじのくにＣＮＦプロジェクトの取組紹介、製品化事例の紹介及び当プロジェクトの会

員組織「ふじのくにセルロース循環経済フォーラム」の会員情報を検索し、会員相互のマ

ッチングを促進するサイトを構築する。

（２）業務名

令和７年度ふじのくにＣＮＦプロジェクト専用サイト構築業務委託

（３）業務委託者

静岡県知事

（４）執行所属

静岡県経済産業部産業革新局新産業集積課

２ 募集業務の内容

（１）業務内容 ※業務内容の詳細については、別添企画提案仕様書による。

ア サイト構築業務

イ 運用保守管理業務

（２）委託業務期間

契約日から令和８年３月31日（火）まで

（３）委託限度額

5,000,000円（消費税及び地方消費税を含む。）

（４）委託費の支払方法

委託契約業務完了検査合格後、委託業務に要した額と、契約金額のいずれか低い額を支

払う。

３ 応募資格

次に該当する者のうち、①から⑧までの全てを満たす者

① 応募する企画提案について、他の機関から採択を受けていないこと。

② 委託契約の締結に当たり、静岡県から提示する委託契約書に合意できること。

③ 直近１年間において、国税又は地方税を滞納していないこと。

④ 国又は地方公共団体との契約に関して指名停止を受けている期間中でないこと。

⑤ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者である

こと。

静岡県の一般業務に係る競争入札参加資格において、情報システム開発等の業務委託に係

る競争入札参加資格を有する者又は新たに競争入札参加資格の審査を受けて参加資格を認

められた者であること。



- 2 -

⑥ 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続き開始の申立てがなされている者

（更生手続き開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225

号）による再生手続き開始の申立てがなされている者（再生手続き開始の決定を受けて

いる者を除く。）でないこと。

⑦ 政治団体（政治資金規正法第３条の規定によるもの）及び宗教団体（宗教法人法第２条

の規定によるもの）でないこと。

⑧ 次のアからキのいずれにも該当しないこと。

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」

という。）第２条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。）

イ 個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴

力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以

下同じ。）である者

ウ 法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者

をいう。）が暴力団員等である者

エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的を

もって暴力団又は暴力団員等を利用している者

オ 暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は

積極的に暴力団の維持運営に協力し又は関与している者

カ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

キ 相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料

の購入契約その他の契約を締結している者

４ 応募手続

(１）企画提案書等の提出

ア 応募期間

令和７年４月15日（火）から５月23日（金）午後５時まで（必着）

イ 応募方法

持参、郵送又は電子メールにより、必要書類（下記エ参照）を提出すること。持参の場

合における受付時間は、平日の午前９時から午後５時までの間とする。

ウ 提出先

「７ 提出先、問合せ先」を参照

エ 提出書類

提出書類については以下のとおり。

提出書類 内 容

① 企画提案書表紙 様式第１号

② 企画提案書

（任意様式）

・以下ア～カの事項について、具体的な提案内容を記載す

ること。

・Ａ４横パワーポイント形式を基本とし、表紙を除き最大

10枚までとする。

ア 提案内容のポイント

イ 構築するウェブサイトの仕様・デザイン設計
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（２）質問の受付

質問は、質問書（様式第３号）により行うものとし、電子メール又はＦＡＸにて受け付

ける。なお、いずれの場合も担当者に電話で確認すること｡

ア 受付期間

令和７年４月15日（火）から５月15日（木）午後５時まで

イ 提出先

「７ 提出先、問合せ先」を参照

ウ 質問に対する回答

随時、下記ホームページに掲載する。ただし、質問又は回答の内容が、質問者の具体的

な提案事項に密接に関わるものについては、質問者に対してのみ回答する。

＜URL＞

https://www.pref.shizuoka.jp/kensei/nyusatsukobai/nyusatsukeizaisangyou/1071586.html

ウ 構築するウェブサイトの機能・システム要件

エ 運用・保守管理方法

次年度以降必要となる費用を明記すること。

オ セキュリティ対策に関する事項

カ 業務の実施体制・スケジュール

責任者及び担当者の氏名、経験年数、過去の担当実績

などを明記すること。

③ 見積書

（任意様式）

・企画提案仕様書に基づいた事業の実施に直接必要となる

経費とし、備品等財産の取得に関わる経費は認めない。

・積算内容を詳細かつ具体的に記載すること。

④ 誓約書 様式第２号

⑤ 納税証明書

（写し）

・本社等所在地の直近１年間の納税証明（法人都道府県税）

・交付に時間を要する場合は、提出予定日を明記した書面

（任意様式）を提出し、交付され次第速やかに提出する

こと。

⑥ 類似業務の実績

（提出任意）

・企画提案書に記載した責任者又は担当者の過去の実績に

類似業務がある場合は、審査の参考とするので、必要に

応じて関連資料を提出すること。

⑦ 社会的取組への配

慮に関する資料

（提出任意）

・ＳＤＧｓの達成に向けた男女共同参画、障害者雇用、子

育て支援、健康経営、環境マネジメント等に係る取組が

ある場合は、審査の参考とするので、必要に応じて関連

資料を提出すること。

⑧ パートナーシップ

構築宣言書の写し

（任意提出）

・応募期限までに、「パートナーシップ構築宣言」を行って

いる場合は、「パートナーシップ構築宣言書」の写しを提

出すること（加点項目）。

※ 上記内容については契約候補者を選定するためのものであり、実施内容は県との

協議により決定する。
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（３）ヒアリング審査（契約候補者の特定）

ヒアリング審査対象者に選定された者を対象にヒアリング審査を実施し、契約候補者を

特定する。ヒアリング審査は企画提案書により行い、別資料による説明は原則として認

めない。ただし、事前に静岡県の了解を得た場合は、この限りでない。

ア 実施日時

令和７年６月上旬予定

※詳細は決まり次第、別途案内する。

イ 実施方法

ウェブ会議（オンライン）形式

ウ 所要時間

各提案者20分程度を予定（プレゼンテーション10分、質疑応答10分）。

エ 出席者

原則、業務の責任者が出席すること。

オ 審査方法

表に掲げる評価項目に基づき数値（得点）で評価し、評価の合計が最も高い者を契約候

補者として特定する。なお、同点の場合は、見積額の低い者を優先して特定し、見積額

が同額の場合は審査委員の協議により特定する。

（４）選定結果の通知

契約候補者に対しては特定通知書により、選定されなかった者には非特定通知書により、

ヒアリング審査の翌日から３日以内（土・日・祝日を除く）に通知する。

(５）様式等の入手方法

下記URLからダウンロードすること。

https://www.pref.shizuoka.jp/kensei/nyusatsukobai/nyusatsukeizaisangyou/1071586.html

(６）応募に係る留意事項

審 査 項 目 配分点

企画性 目的に適したサイト構築の提案となっているか 30

デザイン性 効果的なＰＲに資するデザインとなっているか 30

セキュリティ

対策

利用者の個人情報を管理するにあたり、必要十分なセキュリ

ティ対策を講じているか。
20

業務遂行能力
事業を実施するに当たり十分な実績、組織体制等が整ってい

るか。
15

その他配慮

すべき点

社会的取組（男女共同参画、障害者雇用、ＳＤＧｓの達成に

向けた取組等）に配慮しているか
５

合 計 100

加 点 項 目 配分点

パートナーシップ

構築宣言

応募期限までに、「パートナーシップ構築宣言」を行い、「パート

ナーシップ構築宣言書」を「パートナーシップ構築宣言」ポータ

ルサイトに登録していること。

1
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ア 応募件数

１者につき１件まで

イ 応募書類の返却について

応募書類は、原則として返却しない。

ウ 有識者・関係機関への照会

提出された応募書類は、意見を聴取するために、第三者に閲覧させることがある。また、

応募書類の内容について、関係機関に照会する場合がある。

エ 費用負担

応募に関して必要となる費用は、応募する者の負担とする。

オ 応募書類の取り扱い

提出された書類は、原則として、県に対する情報公開の対象文書となる。

カ 企画提案書等の無効

提出書類について、この書面及び別添の書式に示された条件に適合しない場合や、記載

漏れ、虚偽の記載、不整合等がある場合は、企画提案書等を無効とすることがある。

５ 失格事項

次のいずれかに該当する場合は失格とする。

（１）委託限度額を超えた場合

（２）応募期間を過ぎて提案書が提出された場合

（３）審査委員会に欠席又は遅れた場合

（４）不正行為（提出書類への虚偽記載等）が認められた場合

（５）評価の公平性を害する行為があった場合

６ 契約の締結

（１）契約方法

契約候補者は、静岡県と協議し、委託業務に係る仕様を確定させた上で、契約を締結す

る。仕様書の内容は、「令和７年度ふじのくにＣＮＦプロジェクト専用サイト構築業務

委託企画提案仕様書」に基づき提案された内容を基本とするが、契約候補者と静岡県と

の協議により最終的に決定する。

なお、契約候補者が正当な理由なく静岡県と契約しないとき、又は協議が整わなかった

ときは、その選定を取り消すとともに、審査会で次点となった者と契約内容についての

協議を行った上で、契約を締結するものとする。

（２）労働関係法令遵守に関する誓約書の提出

契約候補者は静岡県と公契約を締結するに当たり、労働関係法令を遵守する旨等を記載

した誓約書を提出すること。

なお、公契約に基づく業務の一部を他の者に行わせ、又は当該業務に派遣労働者を関わ

らせようとするときは、全ての下請負者から労働関係法令を遵守する旨等を記載した誓

約書を提出させ、その写しを契約担当者に提出すること。

７ 提出先、問合せ先

静岡県経済産業部産業革新局新産業集積課新産業集積班

住所：〒420-8601 静岡市葵区追手町９番６号（静岡県庁東館９階）
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電話：054－221－2985 ＦＡＸ：054－221－2698

E-mail：trc@pref.shizuoka.lg.jp



令和７年度ふじのくにＣＮＦプロジェクト

専用サイト構築業務委託企画提案仕様書

令和７年４月

静岡県



１ 目的

ふじのくにＣＮＦプロジェクトの取組紹介、製品化事例の紹介及び当プロジェクト

の会員組織「ふじのくにセルロース循環経済フォーラム」の会員情報を検索し、会員

相互のマッチングを促進するサイトを構築する。

２ 委託業務の内容

(1) サイト構築等

ア サイト構築

· 利用者が目的の情報に容易にアクセスが可能となるサイト構成を設計すること。

（導入イメージは、別紙１：「サイト導入イメージ」を参考にすること。ただし、

サイト構成や機能等、他に効果的な手法がある場合は提案を受け付ける。）

· サイトの構築・運営に必要なドメイン、ソフトウェア、サーバ等については、受

託者において準備、負担すること。

· 業務遂行上必要となる開発環境、作業場所、その他必要になる環境や人員は、受

託者の負担と責任において確保すること。

イ デザイン設計

· 閲覧者の興味を惹きつけるデザインで、見やすく、使いやすい仕様とすること。

· ＰＣ版、スマートフォン版のデザイン、レイアウトをそれぞれ作成すること。

· ユーザビリティ及びアクセシビリティに配慮したシステム及びデザインとする

こと。アクセシビリティについては、別添「静岡県アクセシビリティガイドライ

ン」を遵守すること。

ウ 機能・システム要件

· 専門知識を持たない職員でも、容易にページの編集ができるシステム

（WordPress 等の CMS）を導入すること。

· サイトの安定的な運用ができるよう、性能や容量に余裕があり、安全で信頼性の

高い機器を用い、国内で運用すること。

· ドメインは県が指定した独自のドメインを設定すること。

· サーバーの故障等が発生した際に、復元できる体制を構築すること。

· アクセスの集中に対処できる仕様とすること。

· 検索エンジンへの対策を考慮した構成、仕組みとすること。

· 一般的に使用されるクライアント（Windows、Mac、iPhone、Android 端末等）に

搭載されている、汎用ブラウザに対応すること。

· 不正アクセスを防止するためのアクセス制御機能及び暗号化（SSL/TLS）機能

（TLS1.2 以降）による、情報セキュリティ機能を持たせること。

エ ＣＮＦ関連製品デジタルミュージアム（仮称）

全国のＣＮＦを活用した製品化事例を写真及び解説文章付きで紹介するサイ

トを構築すること。

当年度に掲載するページは、県が提供する写真や文章を基に受託者が作成

（100 件程度）することとし、次年度以降は、ページ内の各情報をサイト管理者

（県）が入力して蓄積することとする。

サイトには写真や PDF 等のファイルデータも添付できるものとし、ページ内

の情報は、タグ、ジャンル、キーワード検索、時期等で絞り込みができるように



すること。（参考例：おだわらデジタルミュージアム、多治見市美濃焼ミュージ

アムほか）

オ 会員向けサイト

① フォーラム会員限定のセミクローズドサイトを構築すること。（ＩＤ・パスワ

ードの入力後、会員限定情報を閲覧可能となるサイト。）

② 会員間の技術及びニーズのマッチングを図るため、会員情報の検索及びメッ

セージの送受信ができるサイトとすること

③ サイト上でフォーラムの新規会員登録ができる登録フォームを作成し、会社

名・団体名、業種、代表者名、所在地、主な事業内容、担当者名、電話番号、メ

ールアドレス、保有する技術のＰＲ（任意）、自社の課題（任意）、連携先企業に

求める技術等（任意）について、入力を求めること。

また、登録内容の変更については、会員自らがマイページから変更登録ができ

るようにすること。

なお、会員登録をするユーザには、サイトの利用規約とフォーラム入会規約に

同意を求めること。

④ 管理者が会員一覧を Excel 等の様式で出力できる機能を有すること。また、

県が作成する CSV 形式の既存会員情報を取り込んで登録すること。

カ ページの作成

本業務で作成するページは、下表のとおりである。

なお、実際に作成するページ・内容は契約後に静岡県との協議の上、決定する。

ページ内容 会員向けページ 備考

①トップページ － －

②プロジェクト概要ページ －

既存ページ

あり※１

③事業者向け（補助金・委託事業等の公募情報

やイベント情報等）のページ
－

④フォーラムの案内ページ －

⑤CNF コーディネータ紹介ページ －

⑥寄附講座紹介ページ －

⑦富士工業技術支援センターによる技術支援

紹介ページ
－

⑧CNF 関連製品デジタルミュージアム －

新規作成

⑨会員の新規登録・ログインページ ○

⑩会員マイページ※２ ○

⑪会員検索及びメッセージ送信機能※３ ○

⑫その他、サイト運営に必要なページ

（自由な提案を受け付ける。）※４
協議の上、決定



※１

②～⑦は下記ＵＲＬのページ内に掲載済の既存ページを参考に作成するこ

と。ページ内の写真及び PDF データは発注者から提供する。

https://www.pref.shizuoka.jp/sangyoshigoto/kigyoshien/shuseki/1059629.html#group5

※２

会員マイページ上で、プロフィール内容の変更や表示・非表示の設定変更等

ができるようにすること。

※３

各会員のプロフィール情報を検索、メッセージ送信する機能を設けること。

なお、管理者側でメッセージ内容を閲覧することはせず、メッセージ件数等

の統計データのみ閲覧できればよい。

※４

会員増加を図る手法や、本サイトを有効に活用できるコンテンツの提案を受

け付ける。

(2) 運用保守管理

ア 現会員の登録処理

· 発注者が CSV ファイルで提供する会員情報を登録する方法を提案すること。

なお、CSV ファイルには、会社名、代表者名、住所、業種、主な事業内容、担当

者名、電話番号、FAX 番号、メールアドレス等の会員情報が記載されているた

め、その取り扱いに当たっては別記１～３を遵守し、適正に管理すること。

· 発注者及び現会員に負荷のかからない方法を提案すること。

· 現会員に利用規約及び入会規約に同意を求めた上で本登録すること。

· 業務完了時には、受託者が保有する会員情報を確実に消去し、消去したことを書

面として提出すること。

イ 運用支援

· 操作マニュアルを作成すること。

· サイトの軽微な修正等を実施すること。具体的な作業内容については協議の上、

決定する。

· 効果測定、分析のために、ページ毎のアクセス件数等の情報を Excel ファイル

等で出力、保存できるようにすること。

ウ 保守管理

· サイト運営（メールマガジン配信システム含む。）に必要なソフトウェア、サー

バ等の保守を行うこと。

· 非常時にも対応可能な運用保守体制（障害発生時を含む）を構築すること。

· 障害が発生した場合は、速やかに復旧させるとともに、原因等を報告すること。

· 必要に応じてホームページを構成しているＣＭＳのバージョンアップ対応をす

ること。

· 突然の停電や電力トラブル時に不具合を発生させないよう、停電時における安

全対策及びバックアップ電源を備えていること。

· ＳＳＬサーバ証明書を利用すること。なお、ＳＳＬサーバ証明書の費用は委託業

務の必要経費に含めるものとする。



エ 情報セキュリティ対策に関する事項

· 別記１～３について、遵守すること。

· 不正アクセスやデータの盗聴・改ざんを防止するため、セキュリティには万全の

対策を行うこと。また、適切なウイルス対策を行うこと。

· IPA（独立行政法人 情報処理推進機構）の提供する冊子「安全なウェブサイトの

作り方」（改訂第７版第４刷）に則って構築し、公開前に当該冊子に含まれる「セ

キュリティ実装チェックリスト」によるチェックを行うこと。

· 本サイト運用に用いるサーバ及びネットワークの監視を行うこと。

· 本サイトで使用するＯＳやデータベース等ソフトウェアのセキュリティパッチ

やウイルス対策ソフトのパターンファイルについては、セキュリティパッチや

ウイルスパターン公開後、動作確認の上、速やかに適用すること。

· 本サイトで使用するＯＳやデータベース等の脆弱性情報を逐次チェックし、新

たな脆弱性が発表されたときには速やかに必要な対策を行うこと。

· これらセキュリティ対策を実施するための体制や手順等を提案すること。

３ 委託期間

委託期間は以下のとおりとする。

ア サイト構築

契約日から令和８年２月まで

イ サイト公開

一般向けサイト：令和７年 10 月上旬

会員向けサイト：令和８年３月

（最終的なサイト公開日は、静岡県と協議の上決定する。）

ウ 運用保守期間

サイト公開日から令和８年３月 31 日

４ 留意事項

(1) 実施体制

ア 業務の実施体制について提案すること。

イ 受託者は本事業を推進し全体の責任をとる実施責任者を置き、業務全般の進行

管理や調整機能を一元化すること。

ウ サイト構築における受託者と県の役割分担及び想定される作業について、スケ

ジュールに沿って具体的に示すこと。

エ 実施責任者は、県の担当者と充分な意志疎通が図れる者とし、委託期間を通じ

て、緊密な連携と調整を図ること。また、必要に応じて開発担当者が打合せ等に

参加し、システム開発に関する検討がスムーズに行われる体制を整えること。

オ 受託者は定期的に会議を開催し、本業務の進捗状況やその他必要事項について

報告すること。また、会議の内容については議事録を作成し、県の承認を得るこ

と。

(2) 秘密保持等

ア 静岡県及び受託者は静岡県個人情報保護条例及びセキュリティポリシーに十分

留意しなければならない。

イ 受託者は、この業務の遂行の過程で知り得た秘密を、県が公表するまで他に漏

らしてはならない。



ウ 万が一、個人情報の漏洩に伴い静岡県に損害が発生した場合は、受託者はその

一切の責任を負うものとする。

エ 県は、受託者による本件委託業務の処理に関して個人情報の漏えい等があった

場合には、損害の発生状況等を勘案し、受託者の名称等の必要な事項を公表する

ことができるものとする。

オ 秘密保持は、業務完了後も有効に存続する。

(3) 著作権等

ア 本業務により作成された成果物の著作権（著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）

第 27 条及び第 28 条の権利を含む。）は、静岡県に帰属するものとする。

イ 静岡県は、受託者の著作者人格権の同一性保持権に抵触しない範囲内で、成果

物の変更を行うことができるものとする。

ウ 契約終了時に他のシステムへのデータ移行の必要が生じた場合は、受託者は、

静岡県又は県が指定する移行先へのデータ提供や名義変更等の手続きを行うこと。

エ 定めのない事項については、双方誠意をもって協議し解決にあたる。

オ 提案に当たっては、既存の意匠・商標を侵害しないための調査を行い、既存の

意匠・商標を侵害するおそれのあるものを使用してはならず、受託者は、県に対

し、本著作物が第三者の著作権その他第三者の権利を侵害しないものであること

を保証する。

カ 県は、本著作物を利用するに当たって、著作者の表示をすることを要しない。

(4) その他

委託契約後、契約額の範囲内で内容を変更する場合がある。また、当仕様書に記

載されていない事項または疑義が生じた場合は、静岡県と受託者の協議により決定

するものとする。



別記１

個人情報取扱特記事項

(基本的事項)

第１条 乙は、この契約による委託業務（以下「本件委託業務」という。）を処理するため個

人情報を取り扱うに当たっては、関係法令等の規定に従い、個人の権利利益を侵害するこ

とのないよう、個人情報の適正な取扱いに努めなければならない。

（責任体制の整備）

第２条 乙は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体制を

維持しなければならない。

（責任者等の届出）

第３条 乙は、本件委託業務における個人情報の取扱いの責任者及び業務に従事する者（以

下「業務従事者」という。）を定め、書面によりあらかじめ、甲に報告しなければならない。

責任者及び業務従事者を変更する場合も、同様とする。

２ 責任者は、本件特記事項に定める事項を適切に実施するよう業務従事者を監督しなけれ

ばならない。

３ 業務従事者は、責任者の指示に従い、本件特記事項に定める事項を遵守しなければなら

ない。

（教育の実施）

第４条 乙は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、本件特記事項にお

いて業務従事者が遵守すべき事項その他本件委託業務の適切な履行に必要な教育及び研

修を、業務従事者全員に対して実施しなければならない。

（秘密保持）

第５条 乙は、本件委託業務の履行により直接又は間接に知り得た個人情報を第三者に漏ら

してはならない。契約期間満了後又は契約解除後も同様とする。

２ 乙は、本件委託業務に関わる責任者及び業務従事者に対して、秘密保持に関する誓約書

を提出させなければならない。

（派遣労働者等の利用時の措置）

第６条 乙は、本件委託業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行わせ

る場合は、正社員以外の労働者にこの契約に基づく一切の義務を遵守させなければならな

い。

２ 乙は、甲に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任を負う

ものとする。

（再委託の禁止）

第７条 乙は、甲が同意した場合を除き、個人情報の取扱いを自ら行うこととし、第三者に

その処理を委託（以下「再委託」という。）してはならない。

２ 乙は、個人情報の取扱いを再委託しようとする場合又は再委託の内容を変更しようとす

る場合には、あらかじめ次の各号に規定する項目を記載した書面を甲に提出して甲の同意

を得なければならない。

⑴ 再委託を行う業務の内容

⑵ 再委託で取り扱う個人情報

⑶ 再委託の期間

⑷ 再委託が必要な理由

⑸ 再委託の相手方（名称、代表者、所在地、連絡先）

⑹ 再委託の相手方における責任体制並びに責任者及び業務従事者

⑺ 再委託の相手方に求める個人情報保護措置の内容（契約書等に規定されたものの写し）

⑻ 再委託の相手方の監督方法

３ 前項の場合、乙は、再委託の相手方にこの契約に基づく一切の義務を遵守させるととも

に、乙と再委託の相手方との契約内容にかかわらず、甲に対して再委託の相手方による個

人情報の取扱いに関する責任を負うものとする。

４ 乙は、再委託契約において、再委託の相手方に対する監督及び個人情報の安全管理の方



法について具体的に規定しなければならない。

５ 乙は、本件委託業務を再委託した場合、その履行を管理監督するとともに、甲の求めに

応じて、その状況等を甲に報告しなければならない。

６ 再委託した事務をさらに委託すること(以下「再々委託」という。）は原則として認めな

い。ただし、やむを得ない理由により再々委託が必要となる場合には、第２項中の「再

委託の内容を変更しようとする場合」として扱うものとする。

７ 前項の規定により再々委託を行おうとする場合には、乙はあらかじめ第２項各号に規

定する項目を記載した書面に代えて、次の各号に規定する項目を記載した書面を甲に

提出して甲の同意を得なければならない。

⑴ 再々委託を行う業務の内容

⑵ 再々委託で取り扱う個人情報

⑶ 再々委託の期間

⑷ 再々委託が必要な理由

⑸ 再々委託の相手方（名称、代表者、所在地、連絡先）

⑹ 再々委託の相手方における責任体制並びに責任者及び業務従事者

⑺ 再々委託の相手方に求める個人情報保護措置の内容（契約書等に規定されたものの写

し）

⑻ 再委託先における再々委託の相手方の監督方法

８ 乙は、甲の同意を得て再々委託を行う場合であっても、再々委託の契約内容にかかわ

らず、甲に対して個人情報の取扱いに関する責任を負うものとする。

（取得の制限）

第８条 乙は、本件委託業務を処理するため個人情報を取得する場合は、その目的を明確に

し、目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ適正な方法により取得しなければな

らない。

（目的外利用及び提供の禁止）

第９条 乙は、甲の同意がある場合を除き、本件委託業務の履行により知り得た個人情報を

この契約の目的以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。

（複写又は複製の禁止）

第10 条 乙は、甲の同意がある場合を除き、本件委託業務を処理するため甲から提供された

個人情報を複写し、又は複製してはならない。

（個人情報の安全管理）

第11 条 乙は、本件委託業務を処理するため収集、作成した個人情報又は甲から提供された

資料に記録された個人情報を漏えい、紛失、き損又は滅失（以下「漏えい等」という。）す

ることのないよう、当該個人情報の安全な管理に努めなければならない。

２ 乙は、甲から本件委託業務を処理するために利用する個人情報の引渡しを受けた場合

は、甲に受領書を提出しなければならない。

３ 乙は、第１項の個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を特定し、あらか

じめ甲に届け出なければならない。その特定した作業場所を変更しようとするときも、同

様とする。

４ 乙は、甲が同意した場合を除き、第１項の個人情報を作業場所から持ち出してはならな

い。

５ 乙は、第１項の個人情報を運搬する場合は、その方法（以下「運搬方法」という。）を特

定し、あらかじめ甲に届け出なければならない。その特定した運搬方法を変更しようとす

るときも、同様とする。

６ 乙は、業務従事者に対し、身分証明書を常時携行させるとともに、事業者名を明記した

名札等を着用させて業務に従事させなければならない。

７ 乙は、本件委託業務を処理するために使用するパソコンや記録媒体（以下「パソコン等」

という。）を台帳で管理するものとし、甲が同意した場合を除き、当該パソコン等を作業場

所から持ち出してはならない。

８ 乙は、本件委託業務を処理するために、作業場所に私用パソコン、私用記録媒体その他

の私用物等を持ち込んで使用してはならない。



９ 乙は、本件委託による業務を処理するパソコン等に、個人情報の漏えい等につながるお

それがある業務に関係のないアプリケーションをインストールしてはならない。

10 乙は、第１項の個人情報を、秘匿性等その内容に応じて、次の各号の定めるところによ

り管理しなければならない。

⑴ 個人情報は、金庫、施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理の可能な保管室

等に保管しなければならない。

⑵ 個人情報を電子データとして保存又は持ち出す場合は、暗号化処理又はこれと同等以

上の保護措置をとらなければならない。

⑶ 個人情報を電子データで保管する場合、当該データが記録された記録媒体及びそのバ

ックアップデータの保管状況並びに記録された個人情報の正確性について、定期的に点

検しなければならない。

⑷ 個人情報を管理するための台帳を整備し、個人情報の受渡し、使用、複写又は複製、

保管、廃棄等の取扱いの状況、年月日及び担当者を記録しなければならない。

（返還、廃棄又は消去）

第12 条 乙は、本件委託業務を処理するために甲から引き渡され、又は乙自ら作成し若しく

は取得した個人情報について、本件委託業務完了時に、甲の指示に基づいて返還、廃棄又

は消去しなければならない。

２ 乙は、第１項の個人情報を廃棄する場合、記録媒体を物理的に破壊する等当該個人情報

が判読、復元できないように確実な方法で廃棄しなければならない。

３ 乙は、パソコン等に記録された第１項の個人情報を消去する場合、データ消去用ソフト

ウエア等を使用し、通常の方法では当該個人情報が判読、復元できないように確実に消去

しなければならない。

４ 乙は、第１項の個人情報を廃棄又は消去したときは、完全に廃棄又は消去した旨の証明

書（情報項目、媒体名、数量、廃棄又は消去の方法、責任者、立会者、廃棄又は消去の年

月日が記載された書面）を甲に提出しなければならない。

５ 乙は、廃棄又は消去に際し、甲から立会いを求められたときはこれに応じなければなら

ない。

（事故発生時の対応）

第13 条 乙は、本件委託業務の処理に関して個人情報の漏えい等があった場合は、当該漏え

い等に係る個人情報の内容、数量、発生場所、発生状況等を書面により甲に直ちに報告し、

その指示に従わなければならない。

２ 乙は、前項の漏えい等があった場合には、直ちに被害を最小限にするための措置を講

ずるとともに、前項の指示に基づいて、当該漏えい等に係る事実関係を当該漏えい等の

あった個人情報の本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態にする等の措置を講ず

るものとする。

３ 乙は、甲と協議の上、二次被害の防止、類似事案の発生回避等の観点から、可能な限

り当該漏えい等に係る事実関係、発生原因及び再発防止策の公表に努めなければならな

い。

（立入調査等）

第14 条 甲は、本件委託業務の処理に伴う個人情報の取扱いについて、本件特記事項の規

定に基づき必要な措置が講じられているかどうかを確認するため必要があると認める

ときは、乙に報告を求めること及び乙の作業場所を立入調査することができるものとし、

乙は、甲から改善を指示された場合には、その指示に従わなければならない。

（契約の解除）

第15 条 甲は、乙が本件特記事項に定める義務を果たさない場合は、本件委託業務の全部又

は一部を解除することができるものとする。

２ 乙は、前項の規定に基づく契約の解除により損害を被った場合においても、甲にその損

害の賠償を求めることはできない。

（損害賠償）

第16 条 乙は、本件特記事項に定める義務に違反し、又は怠ったことにより甲が損害を被っ



た場合には、甲にその損害を賠償しなければならない。

注１ 「甲」は実施機関を、「乙」は受託者を指す。

注２ 委託の実態に即して、適宜必要な事項を追加し、不要な事項を削除すること。

ただし、特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（行政機関等・地方公

共団体等編）（平成 26 年 12 月 18 日 特定個人情報保護員会）に則り、契約内容とし

て、秘密保持義務、事業所内からの特定個人情報の持出しの禁止、特定個人情報の目

的外利用の禁止、再委託における条件、漏えい事案等が発生した場合の委託先の責任、

委託契約終了後の特定個人情報の返却又は廃棄、特定個人情報を取扱う従業者の明確

化、従業者に対する監督・教育、契約内容の遵守状況についての報告、委託先への実

地調査の規定等を盛り込まなければならない。



別記２

情報セキュリティ対策に関する事項

乙は、この契約による業務を処理するに当たっては、甲が保有する情報資産及び情報システム

等（以下「情報資産等」という）の適正な取扱いに努め、以下に掲げる事項について遵守しなけ

ればならない。

第１ 使用の制限

乙は、甲が使用を認めていない情報資産等を使用してはならない。また、庁内ネットワーク

に端末等の機器を接続する場合は、甲の承認を得なければならない。

なお、乙は、甲の施設内で業務を実施する場合には、甲が承認した作業場所以外で業務を実

施してはならない。

第２ 秘密の保持

乙は、業務中及び業務を終了した後も、業務により知り得た秘密を利用し、又は第三者に漏

らしてはならない。

第３ 目的外利用及び提供の禁止

乙は、業務以外の目的で情報資産等を使用してはならない。また、甲の同意を得ずに第三者

に情報資産等を提供してはならない。

第４ 安全管理

乙は、業務を実施するに当たり、情報資産等の漏洩の防止等について必要な措置を講じなけ

ればならない。

第５ 作業の監視

乙は、情報資産等に対する乙の使用状況を甲が監視することについて了承するものとする。

第６ 事故等の報告

乙は、事故等が発生したとき又は発生する恐れがあるときは、直ちに甲に報告し、甲の指示

に従わなければならない。

第７ 知的所有権の保護

乙は、ソフトウエアを使用する場合は、使用許諾条件を遵守しなければならない。

第８ 従事者の教育

乙は、業務を担当する従事者に対し、情報セキュリティに関する教育を行わなければならな

い。

第９ 再委託における責任

乙は、事前に甲の承認を得て情報資産等の取扱いを第三者に再委託する場合には、再委託先

においても業務の処理に必要とする情報セキュリティ対策が十分に確保されていることを確認

しなければならない。また、再委託先で起きた事故に対して責任を持たなければならない。

第10 監査を受ける義務

乙は、乙が実施する情報に関する業務処理等の状況を把握するため、必要に応じて甲が行う

監査・検査に協力しなければならない。

第11 災害発生時の対応

乙は、災害により障害等が発生し、情報に関する業務処理等の実施に影響がある場合には、

直ちに、障害等の復旧に努めるとともに、甲と対策方法について協議しなければならない。



別記３

情報システム開発等に係る特記事項

乙は、この契約により情報システム開発等を実施するに当たっては、以下に掲げる事項につい

て遵守しなければならない。

第１ 実施計画

(1) 乙は、作業体制、作業環境、成果物、スケジュール、テストの実施方法、各種管理方針等

を記載した実施計画書を作成しなければならない。

(2) 乙は、必要に応じてサブシステム毎や作業グループ毎に個別実施計画書を作成しなければ

ならない。

第２ 会議体管理

乙は、必要に応じて会議を開催し、会議内容を記録して取りまとめた会議議事録を作成し

なければならない。

第３ 進捗管理

(1) 乙は、作業を適切な単位に分割及び階層化したスケジュールを作成しなければならない。

(2) 乙は、作業の実績を記録し、計画との差異を明確にしてスケジュールを管理しなければな

らない。

第４ 課題管理

乙は、発生した課題の影響範囲、対応内容等を課題管理表として管理しなければならない。

第５ 仕様変更管理

(1) 乙は、仕様変更依頼から変更決定までの手順を定めなければならない。

(2) 乙は、仕様変更依頼内容及び優先度、対応希望期日等を管理し、変更に至る検討経緯、変

更実績等を記録しなければならない。

第６ 品質管理

(1) 乙は、品質管理に係る管理ルール及び手順を定めなければならない。

(2) 乙は、各テスト工程において、テストの種類、目的、内容、実施者、合否判断基準、テス

ト実施環境等を記載したテスト計画書を作成しなければならない。


